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第３章 １ 半導体関連産業に関する本道の現状
１－１ 半導体関連産業の現状①（道内の集積状況）
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・ 本道には、道央や道南地域を中心に、半導体製造や設計・開発、半導体製造装置・生産設備関
連、電子デバイス関連の企業が立地しています（立地件数：157件（2025年６月現在）※道内事

業所や工場を閉鎖する事例も可能な限り反映し、立地件数を把握しています）。

※

出典）北海道半導体人材育成等推進協議会
「北海道半導体・電子デバイス企業サプライチェーンマップ」 （2025年６月版）

※
理由により
鎖する事例もあり
が重要になっています

1/26 VG

1/27 

・これまで撤退の例は聞いていないが、把
握できれば件数に反映する。
・そもそもの数字が、把握できた範囲のも
ので全てではないので、必ず把握している
とは言いがたい。アムコーさんのような報道
されるような事例は、いずれ確認の上、
反映することになると思う。



ミツミ電機（株）千歳事業所［千歳市］

設 立：1983年（2017年ミネベアミツミグループへ）

代 表 者： 矢野 功次

事業内容：半導体の開発、設計及び製造（前工程）

従業員数：620人（派遣等含む）※2025年10月現在

・ 北海道大学と産業技術総合研究所を基とするスタート
アップ。ダイヤモンド半導体による中性子検出器や高周波デ
バイスの量産を目指し、世界初となるダイヤモンド半導体工
場を福島県大熊町に建設中。

・ 同社が開発を行うダイヤモンド半導体は、放射線･高温
環境への耐性に加えて、周波数･出力性能に優れ、かつ非
常に高い放熱性を有するため、シリコンやGaNに代わる「究
極の半導体」とも呼ばれる。

・ そのため本製品は、福島第一原発の廃炉や衛星通信の
高解像度化の実現などでの活用が期待されている。原発
や宇宙、次世代通信基地局への応用に向けた製品化を進
め、ダイヤモンド半導体の社会実装を目指す。

大熊ダイヤモンドデバイス（株）［札幌市］

設 立：2022年

代 表 者：代表取締役 星川 尚久

事業内容：ダイヤモンド半導体の研究開発

従業員数：36人※2025年9月現在

第３章 １ 半導体関連産業に関する本道の現状
１－１ 半導体関連産業の現状②（道内の主な半導体関連企業）

取締役常務執行役員半導体部門長
兼 千歳事業所長

21

・ 千歳事業所は、ミネベアミツミグループ国内最大の半導体
工場であり、北海道で40年以上にわたって半導体を製造し
ている。現在はアナログ半導体やパワー半導体を生産。

・ 同社が生産するリチウムイオン電池の保護用ICは、スマー
トフォンなどに使用されている電池の過充電や過放電を防ぎ、
安全に使用するためにはなくてはならない製品の一つで、ミ
ネベアミツミグループで生産する同製品の世界シェアは約
80％を誇る主力製品となっている。

・ 半導体生産工場としては国内初となる、生産活動への
再生可能エネルギーの活用を推進。道内５拠点に大規模
太陽光発電システムを設置し、発電された電力を自己託
送によって活用。温室効果ガス排出量削減を実現。

アムコー差し替えによる標題修正



第３章 １ 半導体関連産業に関する本道の現状
１－１ 半導体関連産業の現状③（道内の主な半導体関連企業）
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・ 函館を拠点に「各種自動機設計製作」、「精密加工部
品製作」、「機械器具販売」を展開する複合エンジニアリン
グ会社。半導体のみならず、自動車、食品業界にもロボット
システムを含め展開。

・ 半導体製造・検査装置の設計・製造を行い、国内外の
大手メーカーに納入。中でも、半導体の温度・電圧試験工
程の自動化・高速化を他社に先駆けて確立・開発した「IC
挿抜機」は、国内最速機として国内トップクラスのシェアを有
する。

・ 漆嵜代表取締役は、函館高専地域連携協力会を設立
し、初代会長を務め、高専生を対象とする地元企業説明
会を開催するなど、雇用創出・人材育成に貢献。

（株）メデック［函館市］

設 立：1989年

代 表 者：代表取締役 漆嵜 照政

事業内容：半導体製造装置等の設計・製作・販売

従業員数：191人（グループ全体272名）※2025年10月現在

ユニマイクロンジャパン(株)［恵庭市］

設 立：1984年（2011年ユニマイクロングループへ）

代 表 者：代表取締役社長 李 長明

事業内容：プリント配線基板の設計･製造･販売

従業員数：160人※2026年1月現在

・ 台湾に本社のあるユニマイクロングループの日本法人であ
り、北海道で唯一のプリント配線基板(ＰＣＢ)の専業メー
カー。最新設備にて量産生産から試作開発まで、恵庭市
の同一工場内で行っている。

・ 製品は、スマートフォンや一眼レフカメラなどの身近な
電子機器から、車載用カメラ、医療機器など、多岐に渡る
分野で使用されており、国内だけではなく、中国や台湾、
フィリピン、ベトナムなど海外にも多く輸出。

・ 高多層・高精細配線に対応した製造技術と安定した
量産体制を有する点が、同社の大きな強みとなっている。

・ 銅コアを使用した部品内蔵基板｢EC²AM(イーキャム)｣
は、高い放熱性を持ち、高密度化と小型化を実現。

1/28 



第３章 １ 半導体関連産業に関する本道の現状
１－１ 半導体関連産業の現状④（（一社）北海道新産業創造機構）

・ 2023年7月、北海道経済連合会等が、半導体関連企業の立地等に関する一元的な相談窓口の
役割を担う法人として、（一社）北海道新産業創造機構（ANIC（エイニック））を設立しました。

・ ANIC 及びANICが事務局を務める「北海道次世代半導体産業プラットフォーム」では、構成員であ
る経済団体・業界団体・金融機関のネットワークも活用して、半導体関連企業の立地や道内企業の
参入促進などを支援しています。

ANICの推進体制
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半導体関連企業／道内企業

行政機関

支援支援

北海道次世代半導体産業
プラットフォーム構成員

(一社)北海道IT推進協会
(一社)北海道機械工業会
(一社)北海道建設業協会
(一社)北海道商工会議所連合会
(株)ほくほくフィナンシャルグループ
(株)北洋銀行
(公財)北海道科学技術総合振興センター
北海道経済同友会
北海道経済連合会
北海道中小企業団体中央会

※2023年10月1日現在

ANIC



※ 理工系学部のうち、医学、歯科学、薬学などの医療系の分野を除いた理工系学部及び情報系の学部の新卒者

・ 理工系の13大学及び４高専の卒業生のうち約６割、また、９大学院の修了者のうち８割以上が
道外で就職しています。

第３章 １ 半導体関連産業に関する本道の現状
１－２ 半導体関連人材の現状①（道内理工系大学・高専生の就職状況）
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道内理工系大学院・大学・高専卒業生及び修了者の道内就職者数（道内就職率）

出典）道調査

2019年
３月卒

2020年
３月卒

2021年
３月卒

2022年
３月卒

2023年
3月卒

2024年
３月卒

2025年
３月卒

大学（13校）
1,345名
（41％）

1,199名
（39％）

1,223名
（42％）

1,228名
（41％）

1,289名
（41％）

1,136名
（37％）

1,143名
（37%)

高専（４校）
115名

（25％）
140名

（33％）
131名

（37％）
120名

（31％）
149名

（34％）
129名

（28％）
114名

（27%）

大学＋高専
1,460名
（39％）

1,339名
（38％）

1,354名
（41％）

1,348名
（40％）

1,438名
（40％）

1,265名
（36％）

1,257名
（36%）

大学院（９校）
270名
（16％）

310名
（17％）

296名
（17％）

244名
（14％）

308名
（18％）

291名
（17％）

296名
（17%）



第３章 １ 半導体関連産業に関する本道の現状
１－２ 半導体関連人材の現状②（北海道半導体人材育成等推進協議会）

・ 北海道経済産業局は、2023年６月に、今後の道内半導体関連産業の活性化に向けて、「北海
道半導体人材育成等推進協議会」を設置しました。道も本協議会に参画しています。

・ 協議会では、「半導体人材の育成と確保」及び「半導体関連産業の取引活性化」をテーマに推進
策を検討しています。人材育成・確保に関しては、道内立地企業等へのアンケートを元に、2030年度
における道内半導体・電子デバイス関連企業の採用希望数670人（2023年度実績241人の約３
倍）を数値目標として設定し、産学官連携の取組を促進することとしています。

25
出典）経済産業省北海道経済産業局「北海道半導体人材育成等推進協議会 2024年度第２回本会議資料」

主な取組

• 産学の接点拡大に向け、
「実務家教員派遣」「工場見
学」「インターンシップ」の取組
を強化

人材育成・確保の方針

• 2030年度までに、道内の
半導体・電子デバイス関連企
業への就職者数を、2023年
度の採用実績241人(新卒、
中途)から年間670人(約2.7
倍増)とするために、産学官連
携で、人材育成・確保策の拡
充を図る

※



第３章 １ 半導体関連産業に関する本道の現状
１－２ 半導体関連人材の現状③（北海道大学の取組）

・ 2023年6月、北海道大学は、次世代半導体の量産技術の実現に向けた国の研究開発拠点であ
るLSTCに参画しました。

・ 2023年10月には、産学官のハブとして「半導体拠点形成推進本部」を設置。2025年4月には、
本部を改組し、半導体教育研究推進のヘッドクォーターとして「半導体フロンティア教育研究機構」を設
置しました。

出典）北海道大学ホームページ 26

組合員（研究機関）
· 国立研究開発法人物質・材料研究機構
· 国立研究開発法人理化学研究所
· 国立研究開発法人産業技術総合研究所

組合員（企業）
· Rapidus㈱ ・ ソフトバンク㈱
· 富士通㈱ ・ NTTドコモビジネス㈱
· ㈱ミライズテクノロジーズ

準組合員（研究機関・大学・高専機構）
· 大学共同利用機関法人高エネルギー加速

器研究機構
· 北海道大学、公立千歳科学技術大学、東

北大学、筑波大学、東京大学、東京科学
大学、大阪大学、名古屋大学、九州大学、
広島大学、横浜国立大学、早稲田大学、
慶應義塾大学、東京理科大学

· 国立高等専門学校機構

LSTCの参画機関



・ 2024年1月1日、道内４高専は、半導体分野の競争力向上に資することを目的に「北海道地区
４高専半導体人材育成連携推進室」を設置しました。

・ 連携推進室では、半導体人材育成に係る情報共有や関係機関との連携、戦略的な方針の策定
などを行うこととしています。
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第３章 １ 半導体関連産業に関する本道の現状
１－２ 半導体関連人材の現状④（道内４高専の取組）

出典）国立旭川工業高等専門学校資料

北海道地区４高専半導体人材育成連携推進室



情報発信

・ 2025年４月から、北海道、札幌市及び千歳市が、北海道大学及び公立千歳科学技術大学と連
携し、半導体の人材育成と研究開発を一体的に推進する「次世代半導体をトリガーとした半導体の
複合拠点の実現と地域経済の活性化」事業を実施しています。

28

第３章 １ 半導体関連産業に関する本道の現状
１－２ 半導体関連人材の現状⑤（人材育成と研究開発の一体的推進）

人材育成

•北大で学部から大
学院まで一貫した
半導体教育を実施

•北大が道内高等教
育機関と連携のもと
半導体教育プログ
ラムを構築し、道内
他大学・高専へ提
供し、半導体人材
育成体制を全道へ
波及

研究開発

産学官ネットワーク構築

教育研究拠点整備

•道内半導体企業の
課題・ニーズに応じ
た共同研究を実施

•2nm半導体ユース
ケース開拓研究も
実施（スマート農
業、遠隔医療等）

•大学院生も研究に
参画させ、実践的
な人材を育成

•主要な製造工程の
実習が可能な「半
導体プロトタイピン
グラボ」を北大内に
整備

•実習プログラムを構
築し、道内他大学・
高専にも開放

•企業との共同研究
の場としても活用

•コーディネーターを配置し、道内
の半導体企業や経済団体、支援
機関、教育機関等が連携した
ネットワークを構築

•各主体のニーズや課題を把握・調
整することで、半導体関連産業へ
の参入や産学連携を促進

➢事業期間
2025年度～2033年度

➢推進体制

• 北海道、札幌市及び千歳市が、北海道大学
及び公立千歳科学技術大学と連携

• Rapidus（株）が中核企業として参画

➢事業内容

•半導体人材育成ポータルサイト
「HOKKAIDO Tech Academia」

を開設し、高校生等をターゲットに、
道内への進学・就職に向け、様々
な情報を発信



第３章 ２ デジタル関連産業に関する本道の現状
２－１ 再生可能エネルギーの供給と利活用①（本道の再エネポテンシャル）
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・ 本道は、風力発電、中小水力発電、太陽光発電などの再生可能エネルギーのポテンシャルが、全国随一で
す。

・ 国は、洋上風力を2040年までに最大4,500万キロワット導入することを目指しており、北海道は、そ
の約３分の１を担うことが想定されています。2025年7月には、「松前沖」「檜山沖」が再エネ海域利
用法に基づく「促進区域」に指定され、GXに関連する良質な投資の促進や再エネを利用する産業の
集積に向け、大きな弾みになると期待されています。

ＡＩ班意見

計画間整合性による文言調整



・ 2025年２月に国が決定した「GX2040ビジョン」では再エネが豊富な地域へ産業を集積する方針を
示し、国内随一の再エネポテンシャルを有する本道は、GX関連産業集積の適地と位置づけられていま
す。

・ 今後、エネルギー供給に合わせた需要の集積という発想のもと、「新たな産業用地の整備」と「脱炭
素電源の整備」を進めるとしています。

第３章 ２ デジタル関連産業に関する本道の現状
２－１ 再生可能エネルギーの供給と利活用②（GX2040ビジョン）

30出典）内閣府「GX2040ビジョンの概要」（令和７年（2025年）２月）

エネルギー
効率化

グリーン
電力

計画間整合性による文言調整



第３章 ２ デジタル関連産業に関する本道の現状
２－１ 再生可能エネルギーの供給と利活用③ （産業集積の動き）

GX関連産業の集積に向けた取組 GX／AI金融・資産運用特区
・ 北海道と札幌市は、国内外の投資を呼び込み、GX
関連産業へ十分な資金が供給される環境を実現する
「北海道・札幌『GX金融・資産運用特区』」を国に提
案し、2024年6月、金融・資産運用特区の対象地
域として決定されるとともに、北海道全域が国家戦略
特別区域に指定されました。また、2026年2月、GXと
AIの一体的な取組の拡充を明確に示し、もって関係
者間の連携体制を強化していくため、「北海道・札幌
GX/AI 金融・資産運用特区」に改称されました。

・ 産学官金から成るGX・金融コンソーシアム「Team
Sapporo-Hokkaido」により、この特区を活用し、GX
関連産業の集積と、それを支える金融機能の強化集
積に向けた取組が推進されています。

・ 本道では、全国随一の再エネポテンシャルを背景として、洋上風力発電や水素等を中心に、新技
術・新事業に係る研究開発、部品･付帯設備、維持メンテナンス等を含めたサプライチェーンの構築など、
GX関連産業の集積に向けた様々な取組が動きはじめています。

31

枠内「次世代半導体」
文言整理

計画間整合性による文言調整

「
に係る情勢反映
※1/13
※2



第３章 ２ デジタル関連産業に関する本道の現状
２－２ データセンターの立地状況

32

• 近年、北海道では、冷涼な外気や再生可能エネルギーを活用したAIデータセンターの立地が進んで
います。

• 2023年５月、国は、「デジタルインフラ（DC等）整備に関する有識者会合の中間とりまとめ2.0」に
おいて、北海道を東京圏・大阪圏を補完・代替するデジタルインフラの中核拠点に位置づけています。

アルゴグラフィックス（北見市）

冷涼な外気を活用した、高度処理計
算用のデータセンター

provided by Argo Graphics
ソフトバンク・IDCフロンティア

（苫小牧市）

経産省の補助金を活用
再エネ100％利用の300MWを超えるア
ジア最大級のAIデータセンター

provided by SoftBank

経産省の補助金を活用
生成AI開発用のクラウド基盤を整備
（国産のガバメントクラウドに選定）

provided by SAKURA Internet

さくらインターネット（石狩市）

総務省の補助金を活用
再エネ100％のデータセンター

provided by Ishikari Renewable Energy-
Run Data Center No. 1

石狩再エネデータセンター第１号
（石狩市）

帯広市

函館市

旭川市

岩見沢市石狩市

札幌市

苫小牧市

美唄市

北見市

稚内市

ユーラスエナジーホールディングス
（稚内市）

provided by Eurus Energy 
Holdings Corporation HP

経産省の補助金を活用
陸上風力発電による再エネを直接
活用したデータセンター



• さくらインターネットやソフトバンクは、AI・デジタル社会の実現や経済安全保障などの観点から、国の
補助金を活用し、生成AI開発用の高度計算処理能力を有するデータセンターを整備しています。

• AIの計算処理のためには、AI半導体（NVIDIAのGPU(画像処理半導体)など）が必要です。

• メイドイン北海道の次世代半導体が、データセンターの高機能化や脱炭素化をはじめ、日本の自律
性・不可欠性を確保したAI（いわゆる「ソブリンAI」）や現実世界でロボット等を動かす「フィジカルAI」
の実現など、あらゆるデジタル関連産業の成長を加速させます。

第３章 ２ デジタル関連産業に関する本道の現状
２－３ AIデータセンターでの次世代半導体の活用

33

国産AIインフラ構築の動き

北海道内でのAI半導体とデータセンターの
連携に期待

2nm半導体の活用

2027年
量産開始

2025年7月
2nm半導体のGAA
トランジスタ試作成功

半導体の微細化（７nm → ２nm）で、
➢ 性能 ⇒ 45％向上
➢ 消費電力 ⇒ 75％削減

IBM
正しい内容に修正
45%



• 北海道は、海底ケーブルを敷設する場合、欧米と最も地理的に近接しているため、欧州や北米、
ASEAN、オセアニアとのネットワーク接続により、アジアにおけるデジタル・通信のハブになることを目指し
ています。

• 2025年７月には、ソフトバンクが、北米から北海道に陸揚げする海底通信ケーブルの計画を発表し
ています。

第３章 ２ デジタル関連産業に関する本道の現状
２－４ アジアでのデジタル・通信ハブ

34

ソフトバンク等による北米から日本、韓国、台湾、シンガ
ポール等への海底ケーブルプロジェクト

Europe

North 
America

ASEAN

Oceania

アジアにおける
デジタル・通信のハブ

Far North Fiber

Polar Connect

※ 海底ケーブルは、主なルートを簡
易的に表現しています

出典：ソフトバンク ホームページ

出典：ソフトバンク ホームページ



第３章 ２ デジタル関連産業に関する本道の現状
２－５ デジタル関連産業の集積に向けた推進方向①

・ 道は、2023年７月、北海道の優位性を最大限活用しつつ、データセンターや次世代半導体等を
核としたデジタル関連産業の一大拠点を本道に形成し、道内経済の活性化と我が国の経済安全保
障に貢献することを目的に、「デジタル関連産業の集積に向けた推進方向」を取りまとめました。

・ デジタルインフラを成長基盤としてデジタル関連産業の集積を加速し、全道に展開します。
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本道のデジタル関連産業の集積と全道への展開



第３章 ２ デジタル関連産業に関する本道の現状
２－５ デジタル関連産業の集積に向けた推進方向②

・ 再エネを活用したゼロカーボンのデータセンター、これらを利用するデジタル関連企業、さらにはデジタル
関連人材の誘致・集積を図る「北海道データセンターパーク」の取組を推進するとともに、北極海通信
ケーブルの陸揚げの誘致に取り組み、アジアでのデジタル・通信ハブを目指しています。

北海道データセンターパーク
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第３章 ２ デジタル関連産業に関する本道の現状
２－５ デジタル関連産業の集積に向けた推進方向③

・ 本道全域をカバーするクラウドサービスや通信ネットワーク拠点の誘致に取り組むとともに、送電網の
大規模な増強により、再エネを活用する産業の立地・分散を促進しています。

37

全道をカバーする高速通信網・送電網の増強


